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経営目標 

 中期経営計画は順調なスタート 

 お客さまの安心・安全・健康に資する最高品質のサービス提供などにより経営理念を具現化しつつ、              
さらなる利益拡大および資本効率（ROE）の向上を図る 

1-(1). 経営計画のキーポイント  
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6.9% 
7.6% 8.1% 

8%以上 

10%以上 

2015年度 

（実績） 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度以降※2 

（イメージ） 

修正連結利益※1 修正連結ROE※1 

※1 修正連結利益、修正連結ROEの定義は6ページ参照 
※2 2020年度の目標数値は、目指す姿などを踏まえつつ、2018年度までに検討する予定 

数値計画 

目指す姿 

＋0.7pt 
＋0.5pt 

9.2% 9.7% 10.1% 約12% 

（参考）J-GAAPベースのROE 

（億円） 

2020年度以降※2 

（イメージ） 

2015年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

1,643 

2,050 

3,000億円水準 

2,200～2,300 

1,832 

＋189 

数値計画 目指す姿 

＋217 

2016年度 

（実績） 

9%超が視野 

中期経営計画目標 （期間：2016～2020年度） 

修正連結利益※1 

修正連結ROE※1 

2018年度計画 目指す姿（2020年度以降）※2 

2,200～2,300億円 
グローバルトップ10水準へ 

（3,000億円水準） 

8％以上 10％以上 

株主還元 修正連結利益・EPS成長に伴い株主還元総額を拡充 

1Q実績 
527 



株主還元 

1-(1). 経営計画のキーポイント  

3 

247  286  323  354  433  
100  

170  
335  

562  

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

株主還元ヒストリー 

修正連結利益 158 908 1,320 1,832 2,050 

総還元性向※3 220% 50% 50% 50% － － 

（参考）年度末株価 2,652円 3,735円 3,188円 4,079円 － － 

347 
456 

658 

916 

 （億円）  

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

（参考）1株当たり配当金 

60円 
70円 

80円 
90円 

110円 

2.3% 1.9% 2.5% 2.2% 

配当利回り※2 

3.2% 
3.0% 

5.1% 

5.7% 
総還元利回り※1 

2,200～2,300 

中長期的に総還元性向50％を目指す 

※配当と自己株式取得のバランスは配当利回りの相対水準や株価水準などを踏まえて決定 

※1 総還元利回り＝（配当総額＋自己株式取得）／年度末株式時価総額 
※2 配当利回り＝配当総額／年度末株式時価総額 
※3 総還元性向＝（配当総額＋自己株式取得）／修正連結利益 
   なお、資本の水準やROEなどを踏まえ上下に調整する可能性あり 
 

配当総額 

自己株式取得 

4期連続増配へ 

＋10 
＋10 

＋10 

＋20 

株主還元方針 

 修正連結利益の拡大を背景に、積極的な株主還元を実現 

 配当利回りや市場の声などを踏まえ、4期連続増配を決定、自己株式取得額は562億円（2016年度） 



これからの成長ストーリー 

グループの成長ストーリーとトランスフォーメーション 

 強固な財務基盤の維持・向上を背景に、グローバルトップ10水準の利益・ROEの実現を目指す 

2016年度 
 

修正連結利益 

1,832億円 

目指す姿 
 

修正連結利益       
3,000億円以上 

修正連結ROE                      
10%以上 

74% 

16% 

11% 
0% 

国内生保事業 

収益性を保ちつつ 
着実に成長 

介護・ヘルスケア事業等 

国内損保事業 

安定的にキャッシュを創出 

業界2位の規模獲得 

海外保険事業 

規律あるM&Aと 
着実なオーガニック成長 

Sompo International（エンデュランス）※ 
買収後も強固な財務基盤を維持 

政策株式売却などにより 
さらなる資本余力を創出可能 

規律あるM&Aおよび 
成長分野への資本配賦 

株主還元の拡充 

ERMの徹底 

利益・ROE向上 

国内損保事業 

国内生保事業 

介護・ヘルスケア事業等 

海外保険事業 

矢印は利益実額の成長方向イメージ 

1-(1). 経営計画のキーポイント  
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※ 2017年3月28日の買収完了日からエンデュランス社のブランド名をSompo Internationalに変更、 
  以降SI（エンデュランス）と表記 



強固な財務基盤とさらなる成長戦略の実現 

 政策株式売却などにより、リリースした資本を活用し、さらなる利益成長・資本効率向上の実現は可能 

グローバル保険会社との比較※ 

※ 当社は2017年6月末ESR（99.5%VaR、詳細24ページ参照）、 
  欧州各社は2016年12月末のソルベンシーⅡに基づくソルベンシー比率 

220% 218% 

197% 

177% 

当社 欧州A社 欧州B社 欧州C社 

180% 

当社 
ターゲット水準 

資本余力のさらなる拡大 

  実質自己資本 

• 内部留保の積み上げ 
• 適切な資本政策 
 （ハイブリッド債発行等） 
 

リスク量 

• 政策株式売却 
• 国内自然災害リスクの   
コントロール 

250% 

規律あるM&A 
成長分野への 

資源投入 

株主還元拡充 

SI（ｴﾝﾃﾞｭﾗﾝｽ）PMI後の拡大 

介護事業など成長分野の収益化 

中期的に修正連結利益の50％（目標）を資本調整 

適切な資源配分 

ERMフレームワークに基づく成長戦略 

1-(1). 経営計画のキーポイント  
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修正連結利益の定義 

国内損保事業  
 
当期純利益 
 ＋異常危険準備金繰入額（税引後） 
 ＋価格変動準備金繰入額（税引後） 
 －有価証券の売却損益・評価損（税引後） 
 －特殊要因（子会社配当など） 

 
当期純利益 
 ＋危険準備金繰入額（税引後） 
 ＋価格変動準備金繰入額（税引後） 
 ＋責任準備金補正（税引後） 

 ＋新契約費繰延（税引後） 
 －新契約費償却（税引後） 

当期純利益 

当期純利益（主な非連結子会社含む） 

なお、SI（エンデュランス）のみOperating Income※3  
  
 
 

国内生保事業 

介護・ヘルスケア事業等 

海外保険事業 

※1 国内損保事業は、損保ジャパン日本興亜、セゾン自動車火災、そんぽ２４、損保ジャパン日本興亜保険サービス、DC証券、リスケアマネジメント（2017年度以降）の合計 
※2 修正連結ROE＝修正連結利益÷修正連結純資産（分母は、期首・期末の平均残高） 
      修正連結純資産＝連結純資産（除く国内生保事業純資産）＋国内損保事業異常危険準備金（税引後）＋国内損保事業価格変動準備金（税引後）＋国内生保事業修正純資産 

      国内生保事業修正純資産＝国内生保事業純資産（J-GAAP）＋危険準備金（税引後）＋価格変動準備金（税引後）＋責任準備金補正（税引後）＋未償却新契約費（税引後） 
※3 SI（エンデュランス）の修正利益は一過性の変動要素を除いたOperating Income（＝当期純利益－為替損益－有価証券売却・評価損益－減損損失など）で定義 

 

計画数値 計画数値（修正利益） 

2016年度 2017年度 2018年度計画 

（実績） （1Q実績） (予想） （16年11月修正開示） 

国内損保事業※1 1,349 337 1,149 1,200以上 

国内生保事業 291 69 280 320以上 

介護・ヘルスケア事業等 △7 7 34 80以上 

海外保険事業 199 113 584 600以上 

合計（修正連結利益） 1,832 527 2,050 2,200～2,300 

修正連結ROE※2 7.6％ － 8.1％ 8％以上 

（参考）ROE（J-GAAPベース） 9.7％ － 10.1％ 約10％相当 

（単位：億円） 

（参考）経営数値目標等 
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各事業の取組みと事業間連携 

 着実に各事業を成長させ魅力度を高めた上で、事業間連携によりお客さまをトータルサポート 

健全性を伴った成長機会の実現 

デジタル戦略 

事業間連携によるトータルサポート 

国内損保事業 

価値創造イノベーション～最もお客さまに支持される損害保険会社へ～ 

国内生保事業 

「健康応援企業」へ進化 ～第二の創業期～ 

介護・ヘルスケア事業 

「世界に誇れる豊かな長寿国日本」の実現に貢献 

海外保険事業 

着実なオーガニック成長・規律あるM&Aによる成長加速 

• ビジネスプロセスとシステム基盤の刷新 
• デジタルとヒトを融合したお客さま接点の構築 
• 質を伴った成長 

• 健康応援企業へ進化 
• 商品・サービス・チャネル三位一体のビジネスモデル 

• 高齢者の方の尊厳・自立と安心・安全の両立 
• 保険・介護・ヘルスケアの総合サービスの提供 

• 先進国における真に統合されたグローバル保険事業 
  プラットフォームの構築 
• 新興国リテールビジネスを中心としたオーガニック成長 

各事業の取組み 

1-(2). 各事業別戦略  
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事業別中期経営計画の進捗 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

 各事業とも進捗は順調、2018年度の計画達成に向け主要指標も着実に向上 

事業別修正利益とキーファクター 

国内損保事業 国内生保事業 介護・ﾍﾙｽｹｱ事業等 海外保険事業 

1,349 1,149 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

291 280 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

△7 

34 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

199 

584 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

コンバインド・レシオ 

△0.3pt 

95.2% 94.8% 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

＋4.3pt 

83.7% 88.0% 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

＋3,201 

3,517億円 

6,719億円 

入居率 収入保険料 

目標水準 

※ 2017年度1Q実績は85.1％ 
  （SOMPOケアメッセージ、SOMPOケアネクストの合算） 

2018年度目標 

介護施設の入居率改善が主因 

1,200億円以上 320億円以上 80億円以上 600億円以上 

SI（エンデュランス）の連結 
貢献開始（＋393億円） 

当初計画どおり 当初計画どおり 

92～94％ 90％以上 7,500億円以上 

修正利益 

主要指標 

1-(2). 各事業別戦略 
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1Q実績 
337 

1Q実績 
69 

1Q実績 
7 1Q実績 

113 

※ 2017年度1Q実績は92.8％ 

1Q実績 
2,044 

2016年度 

（実績） 

2017年度 

（予想） 

＋17 

392万件 409万件 

保有契約件数 

500万件以上 

※ 2017年度1Q実績は395万件 
  保有年換算保険料は順調に拡大 



 中期経営計画初年度は順調にスタート、2017年度も当初計画どおりの修正利益水準を見込む 

 適切な商品・料率改定などもあり、収入保険料は増収トレンドへ 

国内損保事業の計画進捗 

修正利益計画 正味収入保険料（損保ジャパン日本興亜）※ 

※  損保ジャパン日本興亜からSompoジャパンキャノピアスReへの 
   受再保険料移管分(約300億円)を控除 

1,149 1,119 

1,349 1,200以上 

CAGR＋4％程度を想定 

2015年度 2016年度 2020年度 
（イメージ） 

2018年度 
（計画） 

21,964 

（億円） （億円） 

21,895 21,487 
22,600 

CAGR＋2％程度 

CAGR＋1％程度を想定 

2015年度 2016年度 2020年度 
（イメージ） 

2018年度 
（計画） 

良好な市場環境を背景に 
資産運用粗利益が上ブレ 

2017年度 
（予想） 

2017年度 
（予想） 

1-(2). 各事業別戦略  （国内損保事業） 

火災保険商品改定による 
駆け込み需要の反動 
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1Q実績 
337 

1Q実績 
5,539 



コンバインド・レシオ（損保ジャパン日本興亜） 

95.3% 95.2% 
94.8% 

92.5% 

2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

31.6% 
32.0% 

31.7% 

30.9% 

2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

63.7% 
63.2% 63.1% 

61.7% 

2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

正味損害率※1 正味事業費率 コンバインド・レシオ 

次世代に向けた先行投資※2を実施、 
投資効果は2018年度以降徐々に発現 
（2017年度1Q実績(除く先行投資）は32.3％） 

※1 損害率はW/Pベース（含む損害調査費） 

トップライン拡大などにより改善トレンド維持 
（2017年度1Q実績は60.3％） 

92～94％水準を目指す計画 

先行投資を除く 
ベースで30％以下 
の水準へ 

 事業費の適切なコントロールなどにより、計画比順調な進捗 

※2 2017年度1Qの先行投資実額は勘定科目全体で21億円 
    2017年度（予想）･2018年度（計画）：100億円程度 

△0.1pt △0.2pt 

1-(2). 各事業別戦略  （国内損保事業） 

損保ジャパン日本興亜－コンバインド・レシオ 
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△0.3pt 

92.8％ 
1Q実績 



 ビジネスプロセスとシステム基盤の刷新、スリム化により生産性を圧倒的に向上 

 プロジェクト完遂後、グローバルトップ水準の社費率を実現 

社費率※1の推移 

損保ジャパン日本興亜－未来革新プロジェクト 

1-(2). 各事業別戦略  （国内損保事業） 
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13.6% 
14.2% 13.9% 

13.2% 

17.1% 

15.2% 
16.2% 

13.8% 

2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

欧州 

A社 

欧州 

B社 

北米 

C社 

北米 

D社 

ねらい 

現状 

• システム基盤が老朽化 

• 商品開発の長期化 

• 営業店と代理店のコスト二重構造 

先進技術を活用したシンプルなシステムへ 

 →プログラムステップ数は半分以下へ 

環境変化を先取りした機動的な商品開発 

 →商品開発期間は約7か月から約2か月へ 

営業店における「事務ゼロ」の実現          

 →営業部門人員を△12％程度圧縮可能 

△1.0pt 

13.5％ 13.7％ 12.7％ 
社費率 

（除く先行投資） 

グローバル保険会社の2016年度社費率例 

グローバルトップ水準の社費率へ 

効果のフル享受は 
2021年度以降 

（参考） 

2021年度以降 
（イメージ） 

△2pt程度 

※1 社費率＝保険引受に係る営業費及び一般管理費／正味収入保険料 

13.6％ 

※ 2017年度1Q実績 社費率：14.1％、社費率（除く先行投資）：13.8％ 



 保障性商品を中心に順調に保有契約を拡大し、収益性を向上 

ひまわり生命の計画進捗 

修正利益計画 保険料等収入 

（億円） （億円） 

2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

3,964 4,195 
4,500 

5,000以上 
CAGR＋4％程度 

CAGR＋5％程度を想定 

4,393 

2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

CAGR＋5％程度 

CAGR＋6％程度を想定 

291   
320以上 

304 
280   

支払保険金が例年より 
少なかったことによる上ブレ 

1-(2). 各事業別戦略  （国内生保事業） 
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1Q実績 
69 

1Q実績 
1,046 



 ニーズを捉えた新商品・サービスなどにより、お客さまの数の拡大を目指す 

商品 チャネル 

サービス 

（参考）ビジネスモデル 

• お客さまと一生涯のつながりを持つことを目指す 

• 健康サービスブランド「リンククロス」を軸に成長戦略展開を加速 

                 

新商品・サービスの展開 

商品やサービスでお客さまとデジタルにつながり
高品質生命保険募集人がサポート 

バイタルデータを活用した商品など 

お客さま視点で積極開発 

健康をキーとしたサービスを順次展開、お客さまの数拡大へ 
2016年9月 

Linkx coins 
（インターネット専用商品） 

2016年10月 

Linkx siru 
（健康情報配信アプリ） 

2017年4月 

介護一時金特約 
 

2017年4月 

Linkx reco 
（生活習慣応援アプリ） 

Linkx aruku 
（お散歩アプリ） 

新商品 

商品改定 

新サービス 

新サービス 

1-(2). 各事業別戦略  （国内生保事業） 

生保成長戦略の進展 

14 



保有年換算保険料 

（参考）保有年換算保険料と保障性商品件数ウェイト 

1-(2). 各事業別戦略  （国内生保事業） 
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保障性商品・・・医療保険、がん保険、収入保障、定期保険（長期定期、逓増除く） 

（億円） 

商品ポートフォリオ（保有契約件数：2017年6月末） 

収益性が高い商品ポーフォリオを維持しつつ継続的な

拡大を目指す 

 

 

3,850 
4,200 

3,174 3,328 
3,576 3,700 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

保障性商品を中心に保有契約を順調に拡大 

 
 

1Q実績 
3,611 

定期 

（収入保障等） 

15% 

医療 

49% 

その他 

9% 

終身 

22% 

逓増定期等 

5% 

貯蓄性商品 

27% 

保障性商品 
73% 

合計 
395万件 

2020年度以降 
（イメージ） 



＋39 

資本性 
準備金 
繰入額 

責任準備金 
補正 

新契約費 
繰延 

新契約費 
償却 

※1 危険準備金、価格変動準備金（税引後） 
※2 保守的に計算している責任準備金を保険料計算に用いる基礎率により再計算（税引後） 
※3 契約初年度に発生する募集手数料等の新契約費を10年間で償却（税引後） 
※4 2017年3月末のMCEVは8,434億円 

2017年度 
修正利益 
（予想） 

2017年度第1四半期 
当期純利益 

＋3 21億円 

＋82 △75 

69億円 

資本性 
準備金 

責任準備金 
補正 

繰延 
新契約費 

2017年度第1四半期 
純資産（J-GAAP） 

2017年度第1四半期 
修正純資産※4 

1,416億円 ＋255 

＋1,194 

＋1,061 3,927億円 

当期純利益から修正利益へのコンバージョン 

280億円 

2017年度第1四半期 
修正利益 

（参考）修正純資産 

※1 
※2 

※3 
※3 

※3 

※2 

※1 

1-(2). 各事業別戦略  （国内生保事業） 

（参考）修正利益・修正純資産（ひまわり生命） 

16 



介護・ヘルスケア事業等の計画進捗 

2015年度 2016年度 2017年度 

(予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

介護・ヘルスケア事業 アセットマネジメント事業など 

15 

80以上 

（億円） 

修正利益計画 

CAGR＋50％程度を想定 

＋87以上 

 介護事業は内部管理態勢強化の進展とともに入居率が着実に改善、2017年度は黒字化を見込む 

△7 

34 

入居率※推移 

入居率改善
による黒字化 

1-(2). 各事業別戦略  （介護・ヘルスケア事業等） 

17 

70%

75%

80%

85%

90%

95%

2015年4月 2016年4月 2017年4月 

SOMPOケアメッセージ SOMPOケアネクスト 

2017年度末 
（予想） 

90.3% 

84.0% 

2017年度 
1Q末 

入居者数純増に伴い入居率は改善トレンド 

87.2% 

81.4% 

※ 入居率＝ 入居者数 ÷ 施設定員数 ※ 2017年度1Q実績は7億円 



グループの総合力 

 内部管理態勢の強化・定着化とともに、収支改善フェーズに移行 

 グループの総合力を活かし、国内トップ水準（規模・収益性・品質）の介護サービスプロバイダーへ 

  

収益の安定化と品質向上 

高ROEの実現 

態勢整備の進展・入居率の改善 

 現在 

将来 

介護サービス 

のゲートウェイ化 

入居率の継続改善・人材育成・産学連携など 

入居率改善トレンド・事業会社の一体運営・
2017年度は黒字化へ 

国内最大規模の介護事業基盤 

（のべ8万人の利用者） 

保険事業での知見 

（介護とファイナンスの融合など） 

顧客基盤とチャネル 

（2,000万人のお客さまと代理店網） 

ブランド力 

（安心・安全・健康のSOMPO） 

内部管理態勢の定着化および収益化フェーズへ 

1-(2). 各事業別戦略  （介護・ヘルスケア事業等） 

18 

介護事業の中期戦略 



2015年度 2016年度 2017年度 

（予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

修正利益計画 収入保険料※ 

187 199 

600以上 

（億円） 

CAGR＋70％程度 

CAGR＋30％程度を想定 

1,405  
1,963  2,096 2,500  

1,537 
1,554 

4,622 5,000 

2015年度 2016年度 2017年度 

(予想） 

2018年度 

（計画） 

2020年度 

（イメージ） 

2,943 
3,517 

7,500程度 

（億円） 

新興国 

先進国 

CAGR＋40％程度 

※オーガニック＋5％程度 

CAGR＋20％程度を想定 

※オーガニック＋10％程度 
※オーガニック＋10％程度 

584 

※ 収入保険料は、持分割合を反映した数値を記載しており、連結財務諸表とは基準が異なる。修正利益についても、持分割合の反映などの調整を行っている。 
   また、2016年度からSompoインドネシア、Sompoタイランド、PGAソンポ（フィリピン）、ユナイテッドインシュアランス（ベトナム）、Sompoメキシコの数値を合算している（以下同様）。 
 

6,719 

 市場平均を上回るオーガニック成長とともに、規律あるM&Aの実行によるさらなる拡大を図る 

 SI（エンデュランス)効果により海外保険事業の利益は飛躍的に拡大、2018年度は計画の超過達成も視野 

※オーガニック＋5％程度 

1-(2). 各事業別戦略  （海外保険事業） 
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海外保険事業の計画進捗 

1Q実績 
113 

※ 2017年度1Q実績：2,044億円（先進国1,566億円、新興国488億円） 



SI（エンデュランス）の買収完了とPMI 

 まずはPMIを完遂、リソースの集中などにより先進国ビジネスの成長を加速 

買収完了に伴うポイント 

※1 2017年3月末為替（$1＝112.19円） 
※2 Operating Income＝当期純利益－為替損益－有価証券売却・評価損益－減損損失など 
※3 2017年度（予想）は、買収一時コスト約62百万ドルを特殊要因として事業費から控除 
  （なお、控除しない場合のOperating Incomeは288百万ドル、コンバインド・レシオは92.0%） 

● 買収金額は6,288百万ドル（約6,831億円）  

● B/Sは2016年度末に連結済み、 

  2017年度からP/L貢献開始＋350百万ドル（＋393億円※1） 

● 修正利益には市場変動等の一時要因を抑制した指標     

である「Operating Income※2」を採用 

SI（エンデュランス）業績推移 

2,894  3,320  
4,202  

4,853 

2014 2015 2016 2017 

（予想） 

304  332  297  
350  

86.0% 82.9% 88.1% 89.6% 

2014 2015 2016 2017 

（予想） 

グロス保険料 Operating Income・コンバインド・レシオ※3 

（百万ドル） （百万ドル） 

PMI（統合プロセス）完遂によるさらなる成長 

1 

買収完了と同時にSompoブランドへ統一 

2 ブランド統一 欧米事業の統合 3 SOMPOネットワークの活用 

SOMPOライセンスの活用、                     
アジア地域等でスペシャルティ拡大展開へ 

先進国の元受事業・再保険事業再編へ 

アンダーライティング・プロセスの統合 

CAGR約＋20% 

＋651 

1-(2). 各事業別戦略  （海外保険事業） 
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1Q実績 
1,778 

1Q実績 
67 



海外事業ポートフォリオの変遷（収入保険料ベース） 

グローバル展開の進捗 

 グローバル地域分散が着実に進展、先進国ウェイトは世界の保険市場構成に近づき約7割へ 

収入保険料 

3,517億円 

収入保険料 

7,500億円程度 

6% 

38% 

27% 

28% 

50% 

20% 

15% 

15% 

先進国 
70％ 

新興国 
30％ 

先進国 
44％ 

新興国 
56％ 

2016年度 

2018年度（計画） 

※SI（エンデュランス） 
 連結開始 

収入保険料 

6,719億円 50% 

19% 

15% 

16% 

先進国 
69％ 

新興国 
31％ 

2017年度（予想） 北米 

欧州 

アジア・
中東 

中南米 

北米 

欧州 

アジア・
中東 

中南米 

北米 

欧州 

アジア・
中東 

中南米 

1-(2). 各事業別戦略  （海外保険事業） 
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2016年度 2017年度 

(予想） 

2018年度 

（計画） 

（参考）各地域の利益計画 

各地域の修正利益（億円） 

北米 欧州 アジア・中東 中南米 

2016年度 2017年度 

(予想） 

2018年度 

（計画） 

69 
59 

100以上 

2016年度 2017年度 

(予想） 

2018年度 

（計画） 

63 
78 

2016年度 2017年度 

(予想） 

2018年度 

（計画） 

40 

416 
400以上 

25 29 30以上 

• ソフト化影響はあるが、適切なアンダー

ライティングなどにより計画線で推移                      

• SJシゴルタ（トルコ）の強制自動車保険 

 が計画を上回り収益拡大に貢献 

• CIMB提携等によりさらなる成長を目指す 

• 2016年度は計画を下回る損害率で推移 

• SI（エンデュランス)が2017年度から利益貢献 

• アンダーライティング適正化効果が             

徐々に発現 

70以上 

CAGR＋20％程度 

CAGR＋5％程度 

CAGR＋200％程度 

CAGR＋8％程度 

1-(2). 各事業別戦略  （海外保険事業） 
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1Q実績 
13 

1Q実績 
21 

1Q実績 
82 

1Q実績 
△3 

主にロイズ・再保険 

マーケットソフト化の影響 

SI（エンデュランス)買収発表時の
保守的な前提に基づく計画値 



 
 
ERM・資本政策・資産運用 

2.SOMPOホールディングスについて 

P1 

経営計画のキーポイント 
各事業別戦略 
 

(1) 
(2) 
(3) 

1.経営戦略 P1 

  参考資料 

P1 
P6  

P23 

P29 

  P33 

23 



ESR（99.5％VaR）※1の推移 ESR（99.5％VaR）の感応度分析 

（参考）市場環境 2017年3月末 2017年6月末 

国内株価（日経平均株価） 18,909円 20,033円 （ ＋5.9% ） 

国内金利（30年物国債利回り）   0.85%   0.85% （     - ） 

為替（米ドル円レート） 112.19円 112.00円 （ △0.2% ） 

為替（ユーロ円レート） 119.79円 127.97円 （ ＋6.8% ） 

※1 ソルベンシーⅡなどの国際的な資本規制に準拠した算出方法 

※2 ESR（99.5％VaR）におけるターゲット資本水準は、概ね180％～250％ 

 

株価 
（国内） 

円 
金利 

為替 

30%上昇 

30%低下 

50bp上昇 

50bp低下 

10%円安 

10%円高 

＋3pt 

△5pt 

＋15pt 

△20pt 

＋3pt 

△4pt 

220% 

180％水準：ストレステストの結果などを踏まえ、 

         財務健全性を安定的に確保可能な水準 

250％水準：資本効率（ROE）の観点を踏まえた水準 

 

 引き続き、強固な財務基盤を維持 

180％水準 

2017年3月末 2017年6月末※3 

内部留保など 市場変動 

213% 220% 株価 
変動 

金利 
変動 

為替 
変動 

＋1pt ＋0pt ＋0pt 

250％水準※2 

180％水準※2 

＋1pt ＋6pt 

※3 （参考）2017年6月末のESR（99.95％VaR）：154％ 

    （当基準におけるターゲット資本水準は、概ね120％～170％としていた） 

財務健全性：ESR（99.5％VaR） 

1-(3). ERM・資本政策・資産運用 
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※4 リスク量は保有期間1年、99.5％VaRで計測 
 
※1 価格変動準備金、異常危険準備金など（税引後） 
※2 時価評価しない資産（責任準備金対応債券等）を 
   含めた有価証券等の含み損益 
※3 単体BS純資産合計額に生損保の保有契約価値などを加算 

実質自己資本 （兆円） リスク量 （兆円） 

経済価値ベース純資産※3 

（除く、資産の含み損益） 
1.3 

負債性資本 
調達手段等 

0.4 

国内損保（保険引受） 
0.2 

国内損保（資産運用） 
1.0 

グループ 
リスク量 

1.4兆円 
（＋0.0兆円） 

分散 
効果等 

0.8 

海外 
0.3 

国内生保 
0.6 

介護・ヘルスケア等 
0.03 

資産の含み損益※2 
0.9 

資本性準備金等※1 
0.5 実質 

自己資本 
3.1兆円 

（＋0.1兆円） 

： 2017年3月末対比の増減額 

＋0.0 

＋0.0 

△0.0 

＋0.1 

△0.0 

＋0.0 

＋0.0 

＋0.0 

△0.0 

事業毎のリスク量：事業間のリスク分散効果控除前、税引前ベース 
グループ全体のリスク：事業毎のリスク量合計から、分散効果や税効果を控除 

（2017年6月末） （2017年6月末） 

※4 

実質自己資本・リスク量（99.5％VaR）のブレークダウン 

1-(3). ERM・資本政策・資産運用 
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国債 

2.6 

社債・ 

地方債 

0.9 

預貯金等 

0.9 

国内債券 

3.6 

貸付金 

0.6 

国内株式 

1.6 

外国証券 

3.0 

その他※ 

0.4 

資産運用戦略 

2000年度末 2016年度末 

 政策株式は継続削減の方針、運用手法の多様化によるリスク・リターンの向上を図る 

 負債特性・流動性・安全性などに留意し、ALMの徹底により安定的な利益確保 

グループ資産運用の基本方針 

低金利への対応 

政策株式の削減 

【運用資産額（2017年6月末、グループ連結ベース）】 

→ 

→ 

・外貨建資産などへ分散投資 

・クレジット・リスクをコントロールしつつ、 

 成長分野投資など運用を高度化 
時価ベースで年間1,000億円を削減する方針 
（2016年度は計画を上回る1,042億円を削減） 

簿価ベースの政策株式残高 

（億円） 

△59％ 

インカム利回り推移 

（損保ジャパン日本興亜） 

2.19% 2.13% 2.20% 2.23% 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度1Q 

12,412 2016～2020年度 
の5年間で約30％削減 

5,094 

矢印はアロケーション方向性イメージ 

1-(3). ERM・資本政策・資産運用 

26 
※その他は土地・建物、非連結子会社株式など 

（兆円） 

合計 
10.4兆円 



合計 
5.9兆円 

その他 
0.4 貸付金 

0.2 

国内 
株式 
1.6 

外貨建資産 
1.6 

預金等 
0.3 

ヘッジ 
外債等 

0.7 

社債・地方債 
0.2 

国債 
0.5 

外債 
0.3 

ファンド等 0.2 

子会社株式等 
1.0 

資産 4.5 4.5 

負債 6.2 6.2 

デュレーション（年） 

運用資産額（2017年6月末 損保ジャパン日本興亜単体ベース） 

【一般勘定】 【積立勘定】 

 一般勘定は分散投資、積立勘定はALMを基本とするポートフォリオマネジメントを継続 

 国内の低金利環境なども踏まえ、リスク・リターンのバランスを考慮しつつ、安全性重視の運用を継続 

社内格付 構成比 

BBB格以上 100.0% 

BB格以下 0.0% 

合計 
1.1兆円 

社債・地方債 
0.3 

国債 
0.3 

預金等 
0.08 

貸付金 
0.3 

外貨建 
資産 
0.02 

（兆円） （兆円） 

円金利 
資産 
1.5 

格付別構成比※ 

社内格付 構成比 

BBB格以上 100.0% 

BB格以下 - 

格付別構成比※ 

ヘッジ外債等 
0.06 

2017年3月末 2017年6月末 

インカム利回り（総合勘定）の推移 

2.2% 2.2% 

※円金利資産および外貨建資産の合計 

円金利 
資産 
0.7 

2017年 

3月末 

2017年 

6月末 

資産ポートフォリオ（損保ジャパン日本興亜） 

1-(3). ERM・資本政策・資産運用 
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運用資産額（2017年6月末 ひまわり生命単体ベース） 

合計 
2.8兆円 

円金利 
資産 
2.6 

国債 
1.9 

社債 
地方債 

0.3 

ヘッジ 
外債等 

0.2 

外貨建 
資産 
0.1 

貸付金 
0.03 預金等 

0.07 

1.8％ 

格付別構成比※ 

（参考）特別勘定の残高（2017年6月末）：225億円 
     当該勘定では、主に国内株式・債券で運用 

 円金利資産を中心としたALM重視のポートフォリオを構築 

 国内の低金利環境を踏まえ、低ウェイトの外貨建資産への配分を若干拡大 

社内格付 構成比 

BBB格以上 100.0% 

BB格以下 － 

※円金利資産、外貨建資産の合計 

（兆円） 

資産 13 13 

負債 21 22 

【一般勘定】 

2017年3月末 2017年6月末 

インカム利回り（一般勘定）の推移 

1.7% 1.7% 

デュレーション（年） 

2017年 

3月末 

2017年 

6月末 

資産ポートフォリオ（ひまわり生命） 

1-(3). ERM・資本政策・資産運用 
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ERM・資本政策・資産運用 

2.SOMPOホールディングスについて 

P1 

経営計画のキーポイント 
各事業別戦略 
 

(1) 
(2) 
(3) 

1.経営戦略 P1 

  参考資料 

P1 
P7 

P23 

P29 

  P33 
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763 
175 

116 105 105 
80 

65 62 55 
40 

米国 中国 ドイツ 日本 英国 フランス カナダ オランダ 韓国 イタリア 

損保ジャパン 

日本興亜 

27.0% 

東京海上 

日動 

25.9% 

三井住友 

海上 

18.3% 

あいおい 

ニッセイ同和 

14.5% 

その他 

14.3% 

国別の損害保険市場規模※1 （2015年度） 

日本における損害保険料の推移※2 

日本における損害保険市場のマーケットシェア※2 （2015年度） 

日本の損害保険市場（概要）と当社のポジション 

（億円） 

(10億ドル) 

 自動車保険を中心に保険料収入が拡大している市場、上位4社で9割弱のシェアを占める 

68,193  69,419  71,967  
76,117  79,569  82,212  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 

その他 

自賠責 

自動車 

傷害 

海上 

火災 

2. SOMPOホールディングスについて 

30 

出典：Swiss Re “Sigma Report”、保険研究所“Insurance” 
※1 名目元受総収入保険料ベース 
※2 再保険会社を除く、国内に法人格又は支店を有する元受保険各社の、国内正味収入

保険料総額ベース 

CAGR＋3.8％ 



介護・ヘルスケア事業等 
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グループ概要 

（億円） 2015年度 2016年度 
2017年度 

（予想） 

連結経常収益 32,561 34,195 － 

連結経常利益 2,168 2,417 2,590 

連結純利益 1,595 1,664 1,830 

総資産 101,867 119,311 － 

純資産 16,528 18,689 － 

時価総額 12,884 16,071 － 

SOMPOホールディングスの概要 

 損保ジャパン日本興亜を主力に、国内外の保険引受事業などを展開 

 連結経常収益は3兆4,000億円超、総資産は約12兆円 

○ SI（エンデュランス） 
○ Sompoキャノピアス 
○ Sompoセグロス（ブラジル） 
○ Sompoアメリカ（米国） 
○ SJシゴルタ（トルコ） 
○ ベルジャヤソンポ（マレーシア）  
○ Sompoシンガポール など 

国内損保事業 国内生保事業 

海外保険事業 

 
 
 
 
○ 損保ジャパン日本興亜 
○ セゾン自動車火災 
○ そんぽ24 
○ 損保ジャパン日本興亜保険サービス 
○ 損保ジャパン日本興亜DC証券 
○ SOMPOリスケアマネジメント 
 

主要指標（グループ連結） 

○ SOMPOケアメッセージ 
○ SOMPOケアネクスト 
○ アセットマネジメント事業 
○ アシスタンス事業  など 

2. SOMPOホールディングスについて 

 
 
 
 
○ ひまわり生命 



火災 

13.2% 

海上 

2.0% 

傷害 

8.4% 
自動車 

49.8% 

自賠責 

13.6% 

その他 

13.0% 

損保ジャパン日本興亜の概要 

（億円） 2015年度 2016年度 
2017年度 
（予想） 

正味収入保険料 22,184 21,656 22,054 

経常利益 1,780 2,304 2,270 

当期純利益 1,262 1,644 1,570 

総資産 70,362 75,687 － 

純資産 13,248 14,552 － 

コンバインド・レシオ 95.3% 95.2% 94.8% 

主要指標 

2016年度正味収入保険料 

商品別（正味ベース） 国内・海外別（正味ベース）※1 販売チャネル別※2 (元受ベース) 
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国内 

82.7% 

海外 

17.3% 

 130年の歴史を有し、正味収入保険料は2.2兆円超 

Moody’s S&P R&I JCR A.M. Best 

A1 
(安定的) 

A+ 
(安定的) 

AA- 
(ポジティブ) 

AA+ 
(安定的) 

A+ 
(安定的) 

格付(2017年7月現在) 

2. SOMPOホールディングスについて 

1918年4月 
中外海上 

1892年5月 
日本火災 

1944年10月 
日本火災海上 

1954年4月 
興亜火災海上 

1920年4月 
大成火災海上 

1937年6月 
日産火災海上 

1911年5月 
日本傷害 

1887年7月 
東京火災 

1944年2月 
安田火災海上 

2001年4月 
日本興亜損保 

2002年7月 
損保ジャパン 

2014年9月1日合併 
損保ジャパン日本興亜 

日本初の 
火災保険発売 

日本初の 
傷害保険発売 

国内保険事業の沿革 

※1 海外正味収入保険料＝海外子会社正味収入保険料＋損保ジャパン日本興亜損の正味収入保険料（海外分） 
※2 営業成績ベースの元受保険料。「専業プロ」、「企業」、「ディーラー」、「整備工場他」、「金融機関」及び「その他代理店」は、すべて保険代理店 

専業プロ 

29.3% 

企業 

19.7% ディーラー 

16.6% 

整備工場

他 

14.6% 

金融機関 

6.9% 

ブローカー 

0.7% その他 

12.3% 



 
 
ERM・資本政策・資産運用 

2.SOMPOホールディングスについて 

P1 

経営計画のキーポイント 
各事業別戦略 
 

(1) 
(2) 
(3) 

1.経営戦略 P1 

  参考資料 

P1 
P7  

P22 

P29 

  P33 

33 



付加保険料率 
 
 事業費に対応 

純保険料率 
（参考純率） 
 
 保険金に対応 

参考純率 

 対象保険種目：火災保険、傷害保険、自動車保険等 

 損害保険料率算出機構（”GIROJ”―General Insurance Rating Organization of Japan）が算定 

 会員保険各社※から膨大な量のデータを収集 

 統計的手法を用いて算出し、会員保険各社※に提示 

 会員保険会社※は、自社の保険料率を算出する際の基礎として、純保険料率部分について、 

参考純率を利用することが可能 

 参考純率が適正な水準にあるか否かについて、毎年、GIROJが参考純率の妥当性の検証を行い、 

その結果を金融庁長官に報告。 

参考純率が妥当でないと判断される場合には、GIROJは速やかに 新たな参考純率を算出 

（国内損保事業）参考純率制度 

※ 日本損害保険協会会員会社 

保険料率 

 参考純率は、広範な保険統計データに基づく純保険料率であり、保険料率設定の参考となる 

 参考純率制度は収益安定性装置として機能 

参考資料 
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523  518  

400

500

600

2016年度 

第1四半期 

2017年度 

第1四半期 

2,495  
2,353  

2,225  2,225  

1,000

2,000

3,000

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

※ 発生損害が一定額を超過した自然災害に係る件数を除く 

損保ジャパン日本興亜における事故受付件数の推移 

65.0% 63.4% 60.7% 60.1% 60.6% 

31.3% 31.4% 31.1% 31.1% 30.6% 

96.3% 94.8% 91.8% 91.1% 91.2% 

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

(予想) 

損害率 事業費率 コンバインド・レシオ 

※ 損害率はW/Pベース（含む損調費） 

＋0.1pt 

55.9% 57.9% 

31.4% 31.1% 

87.3% 89.0% 

2016年度 

第1四半期 

2017年度 

第1四半期 

損保ジャパン日本興亜におけるコンバインド・レシオの推移 

△0.0% 
△5.4% 

△5.7% 

＋1.7pt 

（千件） 

△1.0% 

（千件） 第1四半期の推移 

第1四半期の推移 

※支払件数は対前年同期＋1.1％ 

  但し、発生保険金は横ばいであり、 

  Ｅ／Ｉ損害率は低下 

保険金支払い進捗の回復による上昇 

（国内損保事業）自動車保険① 

参考資料 
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「ALSOK事故現場安心サポート」のサービス開始などが奏功、 

2016年度新規契約は対前年約20％増加［新規保険料シェア※は業界2位］ 

78 

セゾン自動車保険における 

『おとなの自動車保険』保有契約件数 

（万件） 

 新規保険料シェアは2016年度業界2位水準に上昇 

 2020年度の黒字化に向け、保有契約件数は計画どおり拡大 

セゾン自動車保険における 

通販自動車保険マーケットシェア 

約120万件へ 

＋30万件弱 

CAGR＋20％程度 

2015年度 2016年度 2020年度 
（イメージ） 

2018年度 
（計画） 

49 

63 

94 

2017年度 
（予想） 

6.2% 

7.5% 

9.0% 

2014年度 2015年度 2016年度 

通販社内マーケットシェア 

※新規保険料シェアは、元受保険料によるセゾン自動車火災独自の推計 

＋1.4pt 

＋1.4pt 

（国内損保事業）自動車保険②（通販ビジネス） 

参考資料 
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1Q実績 
66 



※ Sompoタイランド、PGAソンポ（フィリピン）、ユナイテッドインシュアランス（ベトナム）、Sompoメキシコの合計、Sompoインドネシアは2017年度第1四半期から連結対象 

 （単位：億円） 

収入保険料 修正利益 

ポイント 

（参考）為替レート 

2017年度 
第1四半期 

2017年度 
（予想） 

2017年度 
第1四半期 

2017年度 
（予想） 

2017年3月 
（対前年増減） 増減 増減 

北米 
Sompoアメリカ 51 ＋3 247 5 ＋0 22 損害率は想定どおり推移し順調 112.19 

円/米ドル 
（△0.4%） 

SI（エンデュランス） 1,143 ＋1,143 3,098 76 ＋76 393 
損害率上昇はあるものの、通期計画の 
達成は可能（詳細は次頁参照） 

112.19 
円/米ドル 

（△0.4%） 

欧州 
SJNKヨーロッパ 2 ＋3 10 1 △2 0  

トップライン、ボトムラインとも、 
計画を上回る進捗 

140.08 
円/ポンド 

（△13.5%） 

Sompoキャノピアス 357 △87 1,265 12 △11 59 
非採算契約の引受停止などを行ったが、 
計画比で進捗は順調 

112.19 
円/米ドル 

（△0.4%） 

アジア・ 
中東 

SJシゴルタ 
（トルコ） 

132 △8 486 15 ＋9 62 
為替影響はあるが、保険引受利益、 
資産運用損益とも引き続き順調 

30.72 
円/リラ 

（△22.7%） 

Sompo 
シンガポール 19 ＋2 76 3 ＋1 5 トップライン、ボトムラインとも順調 80.27 

円/SGドル 
（△3.6%） 

ベルジャヤソンポ 

（マレーシア） 
30 △2 131 1 △0 6 概ね計画どおり 25.38 

円/リンギット 
（△11.3%） 

Sompo 
インドネシア 

10 ＋3 102 △0 △1 △0 概ね計画どおり 0.0084 
円/ルピア 

（△1.2%） 

Sompo中国 
NK中国 

11 △4 56 2 ＋2 △1 概ね計画どおり 16.29 
円/人民元 

（△6.3%） 

Sompo香港 9 ＋0 36 0 ＋0 4 概ね計画どおり 14.44 
円/香港ドル 

（△0.6%） 

ユニバーサルソンポ 
（インド） 

9 ＋3 45 0 ＋1 2 概ね計画どおり 1.75 
円/ルピー 

（＋14.4%） 

中南米 
Sompoセグロス 

（ブラジル） 251 ＋50 1,091 △4 △5 27 
自動車保険等で増収、一方、損害率悪化
を受けて、引受条件変更などを実施 

35.61 
円/レアル 

（＋13.7%） 

上記以外（非連結）※ 14 ＋5 70 △2 △2 2 － － 

合計 2,044 ＋1,114 6,719 113 ＋68 584 － － 

参考資料 

(海外保険事業）グループ会社別業績 
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デジタル戦略 

DIGITAL VENTURE DIGITAL SOMPO 

 既存の枠組みにとどまらない、デジタル技術活用の実証実験・展開が加速 

デジタル戦略推進体制 

最新デジタル技術の研究、 
スタートアップ企業とのネットワーキング 

R&D機能 

国内損保 国内生保 介護・ヘルスケア 海外 

情報連携・実証実験 

既存事業から独立した組織 

損保分野における 
破壊的イノベーション 

安心・安全・健康に資する 
新規事業立ち上げ 

デジタル技術の活用の一例 

（シリコンバレー    東京） 

●ドローン 
 （損害査定） 

●画像認識 
 （証券診断） 

●人工知能（ＡＩ） 
 （コールセンター） 

●音声認識 
 （介護記録） 

●ウエアラブル 
 （生保商品・サービス） 

●ビデオチャット 
 （保険金支払） 

●ブロックチェーン 
 （アンダーライティング） 

業務効率化 

お客さま接点の強化 

ビジネスモデル変革 

実
証
実
験 

本
格
展
開 

調
査
研
究 

開発 
ステージ 

参考資料 
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ガバナンス 

 強固なガバナンスと敏捷・柔軟な経営執行を両立する態勢 

 海外保険事業（先進国）においても独自のガバナンス態勢を構築 

SOMPOホールディングスのガバナンス態勢 （2017年7月1日現在） 

社外取締役の機能発揮 

 経営者2名、弁護士1名、大学教授1名
と多様なバックグランド                      
（女性2名、外国人1名） 

 事前説明会と取締役会を一体運営 

 取締役会出席率は98％（2016年度） 

強固なガバナンス 

● 多様性ある複数の社外取締役                        
（取締役12名中4名が社外取締役） 

● 任意で指名・報酬委員会を設置                    
（委員長は社外取締役、委員5名中4名が社外取締役） 

敏捷かつ柔軟なグループ経営体制 

● 事業オーナーへの権限委譲による迅速な意思決定 

● CxO※制を導入し（2017年4月）、                     
グループ経営における各領域の責任者を設置                      

※ CFO（ファイナンス）、CRO（リスク管理）、CACO（内部統制・内部監査）、 
   CIO（システム）、CDO（デジタル）、CHRO（人事） 

海外保険事業（先進国）のガバナンス 

 先進国統括会社の取締役3名中2名を   
SOMPOホールディングスから派遣、                    
ガバナンスの実効性を確保 

 Sompo International 取締役会への権限委譲 
による迅速な経営判断 

参考資料 
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2017年度第1四半期決算・2017年度通期業績予想（連結） 

参考資料 

40 

（単位：億円） 
2016年度 
第1四半期 

2017年度 
第1四半期 

 増減 
2017年度 

（予想） 

増減 

(対2016年度） 

連結経常収益 8,504 10,145 ＋1,641（＋19.3%） ―  ― 

  正味収入保険料 6,547 7,777 ＋1,230（＋18.8%） 29,080 ＋3,576（＋14.0%） 

  生命保険料 729 816 ＋87（＋11.9%） 3,390 ＋151（＋4.7%） 

連結経常利益 313 369 ＋55 2,590 ＋172 

  損保ジャパン日本興亜 293 363 ＋69 2,270 △34 

  ひまわり生命 31 34 ＋2 100 △29 

  介護事業（SOMPOケアメッセージ・ネクスト） △2 8 ＋11 29 ＋41 

  海外グループ会社 47 39 △8 594 ＋367 

  その他・連結調整等※1 △57 △76 △19 △403 △172 

連結純利益※2 199 270 ＋70 1,830 ＋165 

  損保ジャパン日本興亜 200 243 ＋43 1,570 △74 

  ひまわり生命 20 21 ＋1 60 △23 

  介護事業（SOMPOケアメッセージ・ネクスト） △4 5 ＋10 20 ＋49 

  海外グループ会社 43 48 ＋5 505 ＋310 

  その他・連結調整等※1 △60 △49 ＋11 △325 △96 

（参考）修正利益（事業別） 377 527 ＋150 2,050 ＋217 

  国内損保事業 272 337 ＋65 1,149 △200 

  国内生保事業 64 69 ＋5 280 △11 

  介護・ヘルスケア事業等 △3 7 ＋10 34 ＋41 

  海外保険事業 44 113 ＋68 584 ＋384 

※1  SOMPOホールディングス設立時に企業結合の会計処理として「パーチェス法」を適用したことによる売却損益等の修正を含めている 
※2  連結純利益は親会社株主に帰属する当期純利益を指す 



2016年度 
第1四半期 

2017年度 
第1四半期 

  増減 
2017年度 

（予想） 

増減 

(対2016年度） 

正味収入保険料 5,498 5,597 ＋99 (＋1.8%) 22,054 ＋398  (＋1.8%) 

  （除く自賠責・家計地震） 4,818 4,869 ＋50 (＋1.0%) 19,179 ＋483 (＋2.6%) 

正味損害率 60.2% 60.3% ＋0.1pt 63.1% △0.1pt 

（除く自賠責・家計地震） 55.9% 57.4% ＋1.5pt 59.9% ＋0.1pt 

E/I損害率（除く自賠責・家計地震） 58.0% 58.3% ＋0.3pt 60.1% ＋0.5pt 

正味事業費率 32.6% 32.5% △0.1pt 31.7% △0.2pt 

  （除く自賠責・家計地震） 33.8% 34.0% ＋0.1pt 33.2% △0.5pt 

コンバインド・レシオ 92.8% 92.8% △0.0pt 94.8% △0.3pt 

（除く自賠責・家計地震） 89.8% 91.4% ＋1.6pt 93.1% △0.4pt 

保険引受利益 127 176 ＋49 1,158 ＋33  (＋3.0%) 

資産運用粗利益 207 250 ＋43 1,286  △37  (△2.8%) 

経常利益 293 363 ＋69 2,270  △34  (△1.5%) 

当期純利益 200 243 ＋43 1,570 △74  (△4.5%) 

修正利益 280 348 ＋67 1,193  △192 (△13.9%) 

（単位：億円） 

2017年度第1四半期決算・2017年度通期業績予想（主要子会社） 

参考資料 

損
保
ジ
ャ
パ
ン
日
本
興
亜 

ひ
ま
わ
り
生
命 

2016年度 
第1四半期 

2017年度 
第1四半期 

  増減 
2017年度 

（予想） 

増減 

(対2016年度） 

新契約年換算保険料 96 91 △4 400 △102 (△20.4%) 

保険料等収入 982 1,046 ＋63 4,393 ＋198 (＋4.7%) 

資産運用損益（一般勘定） 104 101 △3 440 ＋6 (＋1.6%) 

経常利益 44 45 ＋0 139 △29 (△17.4%) 

当期純利益 20 21 ＋1 60  △23 (△27.9%) 

修正利益 64 69 ＋5 280 △11 (△3.8%) 
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（単位：億円） 



835  989  

776  789  

2016年度 

第1四半期 

2017年度 

第1四半期 

2016年度 

第1四半期 

2017年度 

第1四半期 

（単位：百万ドル） 
 

2016年度 
第1四半期 

 
2017年度 
第1四半期 

 

増減 

（参考） 

2017年度 

（予想） 

グロス保険料 1,611 1,778 ＋167 4,853 

正味保険料 938 1,019 ＋80 2,761 

既経過保険料 553 547 △6 2,568 

発生保険金 243 301 ＋57 1,495 

事業費 187 207 ＋19 805 

損害率 43.9% 55.0% ＋11.1pt 58.2% 

事業費率 34.0% 37.9% ＋3.9pt 31.4% 

コンバインド・レシオ 77.9% 92.9% ＋15.0pt 89.6% 

保険引受利益 122 △17 △139 205 

資産運用損益 11 52 ＋41 221 

当期純利益 106 15 △90 288 

＋）為替損益 △9 △1 ＋8 - 

＋）有価証券売却・評価損益 △12 △4 ＋8 - 

＋）減損損失 0 0 △0 - 

＋）税効果 - 0 ＋0 - 

＋）買収一時コスト - 56 ＋56 62 

修正利益（Operating Income） 84 67 △16 350 

グロス保険料 

（百万ドル） ＋167 

※ 事業費、事業費率、コンバインド・レシオは買収時一時コストを特殊要因として控除した値を表示 
※ 損害率、事業費率、コンバインド・レシオの分母は、既経過保険料 

1,611 1,778 

元受 

再保険 

コンバインド・レシオ 

＋15.0pt 

77.9% 
92.9% 

損害率 

事業費率 
34.0% 

37.9% 

43.9% 55.0% 

元受を中心に順調に拡大 

昨年度対比で上昇するも、 
90％台前半の水準 

昨年度対比でコンバインド・レシオは上昇したものの、 

想定どおり増収しており、通期計画の達成は可能 

農業保険の既経過認識タイミングに

より低進捗だが、計画対比で順調 

事故の少なかった昨年度対比では

上昇するも、概ね計画どおり 

参考資料 
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2017年度第1四半期決算・2017年度通期業績予想（SI（エンデュランス）） 

買収時一時コストを 

特殊要因として控除 



将来予想に関する記述について 
  
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および
合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる
可能性があります。 

 
       

 
 
      経営企画部  ＩＲチーム 
 
       電話番号 ：  03-3349-3913 
        Ｆａｘ     ：  03-3349-6545 
        E-Mail    ：  ir@sompo-hd.com 
        Ｗｅｂ     ：  http://www.sompo-hd.com/ 

【お問い合わせ先】 


